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事業系ごみに関する減量化・資源化の取り組みについて 

 

１ 排出事業者に対する取り組み 

（１）啓発パンフレットの作成・配布 

ア 目的 

事業者に対して廃棄物の適正処理を行うよう啓発してきたが、排出事業者の廃棄物処

理に関する法令の理解・周知の徹底が十分とは言えない状況であった。そこで、平成 26

年度から排出事業者に対し、廃棄物の適正処理に向けた啓発事業を実施した。 

イ 実施状況 

  平成 26、27 年度に排出事業者向けパンフレット２種類「事業系ごみ取扱いの手引き」

「事業系ごみ適正処理の手引き」を、平成28年度は外国人向けパンフレットを作成した。 

   パンフレットは排出事業者に配布して説明、啓発を実施している。また、収集運搬許

可業者、関係団体等にパンフレット配布の協力を要請した。 

 

実施結果 

 パンフレット作成 パンフレット配布、説明・啓発 

平成 26年度 啓発用パンフレット「事業系ごみ取扱いの

手引き」の印刷 

（A3 見開き 1 枚および、差し込み配布物

1枚組のパンフレット 1種・9,000部） 

業界団体への啓発・説明（団体） 

（38業界団体等への説明・啓発） 

平成 27年度 分別啓発パンフレット「事業系ごみ適正処

理の手引き」の印刷 

（A3見開き 12pの冊子１種・9,000部） 

排出事業者への啓発・説明 

収集運搬許可業者等に協力依頼

（平成 27～29年度の 3カ年で

9,000部を配布） 平成 28年度 外国語版啓発用パンフレットの翻訳・印刷 

（A3見開き 4pの冊子 英語、中国語、韓

国語各 400部、ポルトガル語、スペイン語

各 200部） 

平成 29年度  

 

（２）事業系一般廃棄物多量排出事業者※に対する取り組み 

※ 日量平均 50 キログラム以上の事業系一般廃棄物を排出する者 

ア 減量化計画等実績報告書の提出 

多量排出事業者 273件に調査票を送付し、233事業者から提出を受けた。（平成 28年度分） 

イ 立入検査 

立入検査等を実施し、取り組み状況の確認、廃棄物の減量化・資源化への取組をお願い

している。 

ウ パンフレット「事業系ごみ適正処理の手引き」の配布 

エ 廃棄物減量化・資源化の啓発ポスターの配布（平成 30年度） 
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（３）事業系一般廃棄物多量排出非該当事業者に対する取り組み 

ア 立入検査 

資源化が可能な紙類や厨芥類を多く排出する事業者を選定して立入検査を実施し、取

り組み状況を確認し、廃棄物の減量化・資源化への取組をお願いしている。 

イ パンフレット「事業系ごみ適正処理の手引き」の配布 

・市内許可業者に対し、契約事業者へのパンフレット配布を依頼した。 

・市内商店会 86件・連合会 10件にパンフレットを配布し、各商店への周知をお願いした。 

・飲食店にパンフレットを配布している。 

平成 29年度から食品衛生責任者養成講習会※1でパンフレットを配布。 

平成 30年度から保健所生活衛生課主催の食品衛生責任者講習会※2での配布を検討。 

ウ 廃棄物減量化・資源化の啓発ポスターの配布 

市内商店会・連合会、飲食店等にポスターを配布し、啓発を行う。 

 

 立入検査実績 （平成 29 年度実績は 12/19 までの集計） 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

立入件数（件） 52 60 68 62 23 

 

パンフレット配布数（平成 29 年度実績は 12/19までの集計） 

 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 合計配布数 

平成 26年度作成分 2,644 3,435 75 211 6,365 

平成 27年度作成分   3,172 1,337 4,509 

 

 

※１ 食品衛生協会で年４回開催、参加者は約 200名/回。 

※２ 保健所生活衛生課で９月～10月に実施。 

平成 29年度は 16回開催、受講者は約 2,200名。 
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２ 一般廃棄物処理業者関係について 

（１）許可業者に対する展開検査 

   収集運搬業者が燃せるごみを南処理工場に搬入する際に、毎月最低１回は展開検査

を実施し、不適物の搬入がないかどうかを検査している。不適物には、産業廃棄物、搬

入禁止物及び分別違反がある。検査により不適物が発見された場合は、注意喚起を促

し収集運搬業者に持ち帰らせるとともに、排出業者を聴取し、排出業者に対して分別

指導を個別に行っている。検査は期日を定めず通告なしに実施し、ごみピット投入前

に展開して目視で確認する方法で行っている。 

    平成 25年度の廃棄物対策課の新設以来、検査を開始し、現在まで継続している。 

 

（２）許可業者に対する展開検査の実績 

年度 検査日数 検査延台数 指導回数 

平成 25年度 -  32  15  

平成 26年度 18  121  33  

平成 27年度 15  79  26  

平成 28年度 10  27  15  

平成 29年度※ 6  18  11  

※ 平成 29年度実績は平成 29年 11月現在 

 

（３）許可業者に対する立入検査 

 積替え保管ありの許可を有する一般廃棄物収集運搬業者 11社に対し毎年最低１回は

立入検査を実施し、廃棄物の適正な保管状況を確認している。 


